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議事日程 

令和８年２月13日（金曜日）午後１時30分開議 

ホテルメルパルク名古屋２階「平安」の間 

 

第１  議席の指定 

第２  会議録署名議員の指名 

第３  会期の決定 

第４  諸般の報告 

第５  議案第１号 令和７年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第３

号） 

第６  議案第２号 令和７年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計

補正予算（第２号） 

第７  議案第３号 愛知県後期高齢者医療広域連合行政手続条例の一部を改正する条例

の制定について 

第８  議案第４号 愛知県後期高齢者医療広域連合職員の給与に関する条例及び愛知県

後期高齢者医療広域連合会計年度任用職員の報酬等に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

第９  議案第５号 愛知県後期高齢者医療広域連合特別職の職員で非常勤のものの報酬

及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

第10  議案第６号 愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 

第11  議案第７号 令和８年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計予算 

第12  議案第８号 令和８年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計

予算 

第13  一般質問 

第14  請願第１号 後期高齢者医療制度の改善を求める請願書 

 

会議に付した事件 

 議事日程のとおり 

 

出席議員（32名） 

太 田 博 康  服 部 しんのすけ  石 田 裕 信   

鈴 木 伸太郎  谷田貝 将 典  岡 島   剛 

渡 部 晃 久  津 田 敏 樹  ささせ 順 子 

高 木 佳 子  林   正 彦  手 嶋 いずみ 

北 川 明 夫  野 田 増 男  山 崎 りょうじ 

井 町 圭 孝  都 築 幸 夫  松 井 晋一郎 

寺 本 弘 子  丸 山 隆 弘  奥 澤 和 行 

藤 田 裕 喜  市 原 享 吾  古 川 美 栄 

神   ひろし  藤 沢 ちあき  日 比 美 咲 
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□   まさお  森   ともお  長谷川 由美子 

岡 田 ゆき子  豊 田 かおる 

 

欠席議員（２名） 

早 川 高 光  外 山 鉱 一 

 

説明のため出席した者 

広域連合長       広 沢 一 郎 

副広域連合長      日 比 一 昭 

事務局長        井 口 能 秀 

会計管理者兼出納室長  栗 本 勝 明 

総務課長        髙 山 求 美 

管理課長        松 井 俊 幸 

給付課長        山 本 敦 志 

監査委員        船 戸   淳 

 

職務のため出席した者 

議会事務局長      須 藤 喜 巳 

議会事務局書記     松 井 大 悟 
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午後１時30分 開会 

 

○議長（太田博康） それでは、予定時刻の午後１時半となりました。 

ただいまの出席議員数は、30人であります。議員定数34人中、半数以上の出席をいただ

いており、地方自治法第113条に規定されている定足数を達しておりますので、ただいまか

ら、令和８年第１回愛知県後期高齢者医療広域連合議会定例会を開会いたします。 

直ちに、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりとなっておりますので、よろしくお願いをい

たします。 

日程第１、「議席の指定」を行います。 

議席は、会議規則第３条第１項の規定により、お手元に配付しております議席表のとお

り、議長において指定をさせていただきます。 

次に、日程第２、「会議録署名議員の指名」を行います。 

会議規則第74条の規定により、本定例会の会議録署名議員を議長から指名をいたします。 

高木佳子議員、林正彦議員にお願いをいたします。 

次に、日程第３、「会期の決定」を議題といたします。 

お諮りします。 

本定例会の会期は、本日１日としたいと存じますが、これに御異議ございませんか。 

（「異議なし｣の声あり」） 

○議長（太田博康） 御異議なしと認めます。よって、会期は本日１日と決定をいたしま

した。 

次に、日程第４、「諸般の報告」を行います。 

早川高光議員、外山鉱一議員から、本日、欠席をする旨の届出がありました。 

また、議案説明のため、地方自治法第121条の規定により、広域連合長以下、関係職員の

出席を求めました。 

次に、広域連合監査委員から例月出納検査及び定例監査の結果についての報告がありま

したので、その写しを配付しております。 

以上で、諸般の説明を終わります。 

ここで、広域連合長から挨拶をしたい旨の申し出がありましたので、これを許可いたし

ます。 

○広域連合長（広沢一郎） 議長、広域連合長。 

○議長（太田博康） 広沢広域連合長。 

（広沢一郎広域連合長 演壇で挨拶） 

○広域連合長（広沢一郎） 愛知県後期高齢者医療広域連合長を務めております名古屋市

長の広沢一郎でございます。 

令和８年第１回愛知県後期高齢者医療広域連合議会定例会の開会に当たり、一言御挨拶

を申し上げます。 

議員の皆様方におかれましては、日頃より後期高齢者医療制度の運営につきまして格別

の御理解と御協力を賜り、厚く御礼を申し上げます。また、本日は大変御多用の中、定例

会に御参集いただき、誠にありがとうございます。 
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さて、本日の定例会では、保険料率の改定などを内容とする後期高齢者医療に関する条

例の改定案について御審議をお願いをいたしております。 

今回の改定では、当広域連合の剰余金等を活用し、可能な限り保険料の増加抑制を図っ

たところではございますが、医療の高度化などに伴う医療費の増加や、診療報酬の改定な

どのため、保険料率を引き上げる内容となっております。 

さらには、令和８年度から、新たに子ども・子育て支援納付金賦課額がこれまでの医療

保険料に上乗せとなります。当広域連合といたしましては、適正な医療給付をはじめとし

て、引き続き各種事業の効果的・効率的な推進に努めてまいりますので、御理解を賜りた

いと存じます。 

また、このほかに、令和８年度当初予算をはじめ、令和７年度補正予算及び条例の制定

等、全部で８件の議案を提案しております。それぞれの議案の内容は後ほど事務局から説

明をいたしますので、よろしく御審議いただき、御議決を賜りますようお願い申し上げま

して、開会に当たりましての御挨拶とさせていただきます。 

○議長（太田博康） 次に、日程第５、議案第１号「令和７年度愛知県後期高齢者医療広

域連合一般会計補正予算（第３号）」と日程第６、議案第２号「令和７年度愛知県後期高齢

者医療広域連合後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）」の２件を一括議題とします。 

事務局から説明を求めます。 

○事務局長（井口能秀） 議長、事務局長。 

○議長（太田博康） 井口事務局長。 

○事務局長（井口能秀） それでは、議案第１号及び議案第２号につきまして、令和７年

度補正予算として一括して御説明いたします。 

お手元の議案書、１ページを御覧ください。 

議案第１号「令和７年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第３号）」で

ございます。 

この補正予算は、第１条第１項にありますように、歳入歳出それぞれ３億1,605万2,000

円を増額し、予算の総額を歳入歳出それぞれ29億5,322万5,000円とするものでございます。 

また、２項にありますように、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金

額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」として１枚おめく

りいただきました左側、２ページに記載のとおりでございます。 

補正予算の内容は、別冊の議案参考資料で御説明いたします。 

議案参考資料の１ページからになりますが、もう１枚おめくりいただきました左側、２

ページからの「３ 補正内容事項別説明」を御覧ください。 

今回の一般会計の補正の理由は、大きく２点ございます。 

１点目は、事業費等の増額によるもので、これにつきましては、ページ下の歳出④一般

管理事務費におきまして、職員の人件費の増加が見込まれるため所要額を増額、そして、

市町村に対する後期高齢者医療制度特別対策補助金につきまして、資格確認書の暫定運用

に伴うかかり増し経費の所要額を増額するものでございます。 

２点目は、令和６年度決算確定に伴う補正でございます。ページ中ほどの③前年度繰越

金につきまして、前年度繰越金の額を令和６年度決算の歳入歳出差引額とするため、その

差額１億3,681万9,000円を増額いたします。また、ページ上の①事務費負担金につきまし
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て、繰越金の増額分と今回の歳出の補正の一般財源として計上した9,139万円を差し引いた

１億2,768万円、これを事務費負担金から減額し、市町村の負担を減らすというものでござ

います。 

議案第１号の説明は以上でございます。 

それでは、議案書にお戻りいただき、３ページを御覧ください。 

議案第２号「令和７年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計補正予

算（第２号）」でございます。 

この補正予算は、第１条第１項にありますように、歳入歳出それぞれ174億2,727万1,000

円を追加し、歳入歳出それぞれ１兆1,020億2,682万1,000円とするものでございます。 

また、２項にありますように、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金

額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」として、１枚おめ

くりいただきました４ページに記載のとおりでございます。 

特別会計の補正予算の内容につきましては、議案参考資料で御説明いたしますので、議

案参考資料の３ページをお開きください。 

今回の特別会計の補正の理由は、大きく分けて２点ございます。 

まず、１点目は、基金利子の増額でございます。これは、後期高齢者医療財政調整基金

の運用により発生する利子について、利率の上昇により増額をするというものでございま

す。 

補正の２点目は、令和６年度決算の確定に伴う補正でございます。３ページの歳入の表

を御覧ください。 

表の下の、「款９ 繰越金」について、前年度繰越金の額を令和６年度決算の歳入歳出差

引額とするため、174億2,726万9,000円を増額するものです。 

また、下段、歳出の表を御覧ください。 

表の下の方、「款８ 予備費」につきまして、前年度繰越金と同額分を増額するものでご

ざいます。 

議案第２号についての説明は以上でございます。 

よろしく御審議のほど、お願い申し上げます。 

○議長（太田博康） 本件につきましては、質疑及び討論の通告がございませんでしたの

で、これより採決をいたします。 

この採決は、いずれも起立によって行います。 

まず、議案第１号「令和７年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第３

号）」を採決いたします。 

本件を原案のとおり決定することに賛成の方の御起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 

全員起立です。よって、本件は原案のとおり可決されました。 

次に、議案第２号「令和７年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計

補正予算（第２号）」を採決いたします。 

本件を原案のとおり決定することに賛成の方の御起立を願います。 

（賛成者起立） 
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○議長（太田博康） 御着席ください。 

全員起立です。よって、本件は原案のとおり可決されました。 

次に、日程第７、議案第３号「愛知県後期高齢者医療広域連合行政手続条例の一部を改

正する条例の制定について」を議題といたします。 

事務局から説明を求めます。 

○事務局長（井口能秀） 議長、事務局長。 

○議長（太田博康） 井口事務局長。 

○事務局長（井口能秀） それでは、議案第３号について御説明いたします。 

議案書の５ページを御覧ください。 

議案第３号「愛知県後期高齢者医療広域連合行政手続条例の一部を改正する条例の制定

について」でございます。 

提案理由に記載のとおり、行政手続法の改正に準じて、聴聞の通知の公示送達のデジタ

ル化を図るとともに、既に行政手続法に定めがある行政指導の中止等の求めに係る規定な

どを定める条例の一部改正をするものでございます。 

１枚おめくりいただいた右側、７ページから10ページまでが条例案でございます。 

改正の内容につきましては、議案参考資料の５ページを御覧ください。 

ページの中ほど、２．改正の概要でございます。（１）では、従来、掲示場に掲示する方

法のみであった公示方法を、インターネット等で不特定多数の者が閲覧できる状態にする

措置等を規定するものでございます。また、（２）につきましては、行政手続法に定めがあ

る行政指導の方式、行政指導の中止等の求め、処分等の求めの規定について、同様の定め

を条例に規定するものでございます。 

本条例の施行期日は、（１）に係るものにつきましては令和８年５月21日、（２）に係る

ものは同年４月１日でございます。 

なお、議案参考資料の７ページから11ページまでが、改正の新旧対照表でございます。 

議案第３号については以上です。 

よろしく御審議のほど、お願い申し上げます。 

○議長（太田博康） 本件については、質疑及び討論の通告がございませんでしたので、

これより採決をいたします。 

この採決は、起立によって行います。 

本件を原案のとおり決定することに賛成の方の御起立をお願いいたします。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 

全員起立です。よって、本件は原案のとおり可決されました。 

次に、日程第８、議案第４号「愛知県後期高齢者医療広域連合職員の給与に関する条例

及び愛知県後期高齢者医療広域連合会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部を改正

する条例の制定について」を議題といたします。 

事務局から説明を求めます。 

○事務局長（井口能秀） 議長、事務局長。 

○議長（太田博康） 井口事務局長。 

○事務局長（井口能秀） それでは、議案第４号について説明いたします。 
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議案書、11ページを御覧ください。 

議案第４号「愛知県後期高齢者医療広域連合職員の給与に関する条例及び愛知県後期高

齢者医療広域連合会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて」でございます。 

提案理由に記載のとおり、令和７年８月の人事院勧告を踏まえた職員の給与改定等を行

うために必要な条例改正を行うものでございます。 

１枚おめくりいただいた右側、13ページから22ページまでが条例案でございます。 

改正の内容につきましては、議案参考資料の13ページを御覧ください。 

ページの中ほど、２．改正の概要でございます。職員給与条例の一部改正については、

①給料表の改定、②期末・勤勉手当の支給割合の引上げ、③通勤手当の改正及び④月例給

与水準を適切に確保するための措置でございます。また、会計年度任用職員報酬等条例の

一部改正については、①基準報酬表の改定、14ページに行っていただきまして、②期末・

勤勉手当の支給割合の引上げ及び③通勤に係る費用弁償であり、②と③は職員給与条例の

改正に伴うものでございます。 

本条例の施行日等は、３．施行期日等に記載のとおりでございます。 

なお、15ページから27ページまでが、新旧対照表でございます。 

議案第４号については以上です。 

よろしく御審議のほど、お願い申し上げます。 

○議長（太田博康） 本件については、質疑及び討論の通告がございませんでしたので、

これより採決をいたします。 

この採決は、起立によって行います。 

本件を原案のとおり決定することに賛成の方の御起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 

全員起立です。よって、本件は原案のとおり可決されました。 

次に、日程第９、議案第５号「愛知県後期高齢者医療広域連合特別職の職員で非常勤の

ものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定について」を議題とい

たします。 

事務局から説明を求めます。 

○事務局長（井口能秀） 議長、事務局長。 

○議長（太田博康） 井口事務局長。 

○事務局長（井口能秀） それでは、議案第５号について説明いたします。 

議案書、23ページを御覧ください。 

議案第５号「愛知県後期高齢者医療広域連合特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費

用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定について」でございます。 

提案理由に記載のとおり、令和７年度に一部改正を行った広域連合職員等の旅費に関す

る条例の規定に併せて、特別職の職員で非常勤のものの費用弁償の規定を整理するために

条例を改正するものでございます。 

１枚おめくりいただいた右側、25ページが条例案でございます。 

改正の内容につきましては、議案参考資料の29ページを御覧ください。 
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31ページに新旧対照表を記載しております。 

本条例の施行期日は公布の日となります。 

議案第５号については以上です。 

よろしく御審議のほど、お願い申し上げます。 

○議長（太田博康） 本件については、質疑及び討論の通告がございませんでした。これ

より採決をいたします。 

この採決は、起立によって行います。 

本件を原案のとおり決定することに賛成の方は御起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 

全員起立です。よって、本件は原案のとおり可決されました。 

次に、日程第10、議案第６号「愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する

条例の一部を改正する条例の制定について」を議題とします。 

事務局から説明を求めます。 

○事務局長（井口能秀） 議長、事務局長。 

○議長（太田博康） 井口事務局長。 

○事務局長（井口能秀） それでは、議案第６号について御説明いたします。 

議案書の27ページを御覧ください。 

議案第６号「愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改正

する条例の制定について」でございます。 

ページ中ほどの提案理由に記載のとおり、現行の保険料を基礎賦課額とし、子ども・子

育て支援納付金賦課額を新設するとともに、それらの保険料率及び賦課限度額の改定等を

行うものであり、１枚おめくりいただいた右側、29ページから33ページまでが一部改正の

条例案でございます。 

一部改正の内容につきましては、議案参考資料で御説明いたします。恐れ入りますが、

議案参考資料の33ページを御覧ください。 

１の概要につきましては、先ほどの議案書の提案理由と同様の内容でございます。 

２の改正内容でございますが、（１）の基礎賦課額の保険料率の改定については、所得割

率を11.13から10.48％に、被保険者均等割額を５万3,438円から５万6,130円にそれぞれ改

定するものでございます。（２）の子ども・子育て支援納付金賦課額の保険料率については、

令和８年度の保険料率のみの算定になりますが、所得割率は0.25％、被保険者均等割額は

1,362円になります。（３）の賦課限度額の見直し等については、アの基礎賦課額では政令

で定める上限額が80万円から85万円に引き上げられ、イの子ども・子育て支援納付金賦課

額では新たに２万1,000円になるため、条例においても同様の定めをするものでございます。

また、１枚おめくりいただきまして、34ページの（４）の被保険者均等割額の軽減基準の

見直しにつきましては、軽減措置に用いる所得判定額を引き上げるものでございます。 

なお、今回の改定における経過措置は表の下に記載のとおりであり、35ページに改定イ

メージ、37ページから45ページに新旧対照表、そして、47ページ以降に令和８年・９年度

後期高齢者医療保険料の料率改定の参考資料について記載をしております。 

このうち49ページを御覧ください。（参考３）基礎賦課額（医療分）保険料率算定の基礎
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数値・算定結果でございます。令和８・９年度につきましては、２年度会計合計で被保険

者数が231万1,523人と令和６・７年度に比べ2.70％増加、医療給付費総額が２兆1,714億円

と令和６・７年度に比べ4.47％増加、１人当たりの額でも1.6％増加となったほか、その他

の費用においても11.26％増加するとともに、４つ目の後期高齢者負担率も13.27％と

4.74％上昇するなどになっております。 

これに対して、保険料の増加抑制のため、表の中ほどの剰余金といたしまして174億円を

活用予定でございます。 

１枚おめくりいただいて、50ページ、（参考４）令和８年度子ども・子育て支援納付金賦

課額（子ども分）保険料率の算定の流れとして、新設された子ども・子育て支援納付金賦

課額の算定方法をお示ししております。 

２枚お戻りいただきまして、47ページ、（参考１）令和８・９年度後期高齢者医療保険料

の料率改定の概要についてを御覧ください。 

以上を踏まえて算定した料率等が、上段の枠内に示したものでございます。まず、基礎

賦課額（医療分）ですが、均等割額はプラス2,692円の増、所得割率はマイナス0.6ポイン

トの減、賦課限度額はプラス５万円の引上げとなり、その下、参考の２行目にあります１

人当たり年間保険料額は、低所得世帯等への保険料軽減前ベースでは12万7,624円で、前回

比プラス6,181円、率にするとプラス5.09％、軽減後ベースでは10万8,544円で、前回比プ

ラス5,163円、率にしますとプラス4.99％という内容でございます。 

次に、子ども・子育て支援納付金賦課額でございますが、こちらは令和８年度のみで、

新設となりますので、記載のとおりでございます。 

以上が料率改定及び議案第６号についての説明でございます。 

よろしく御審議くださるようお願いいたします。 

○議長（太田博康） では、これより質疑を行います。 

議案第６号に関して、岡田ゆき子議員から通告がありましたので、質疑を許します。 

○議員（岡田ゆき子） 議長、岡田ゆき子。 

○議長（太田博康） 岡田ゆき子議員。 

（岡田ゆき子議員 演壇で質疑） 

○議員（岡田ゆき子） 通告に従い、第６号議案、「後期高齢者医療に関する条例の一部改

正」について、順次、質問いたします。 

前回の保険料改定を行った令和６年、７年度の１人年間平均保険料は10万3,381円となり、

その前の保険料から13.46％の増額と過去最大の引上げが行われました。さらに、令和６年

度は介護保険料の引上げも同時に行われ、高齢者にとって大変重い負担増となったところ

です。今回の改定は、現行保険料からさらに7,739円、約7.5％の増額を提案するものです。 

後期高齢者の多くが年金収入のみで生活されています。８年度の基礎年金（国民年金）

は1.9％の引上げとなりますが、７年度の物価上昇率3.2％ですから、1.3％の実質削減です。

安倍政権以降の14年間で物価は17.2％上昇、ところが、年金はマクロ経済スライドの発動

によって7.3％の引上げにとどまり、実質9.9％もの大幅な減額となっています。物価上昇

のスピードに追いつかないまま、今回の保険料の値上げ改定によって、実質受け取る年金

がさらに減ることになります。できる限り保険料負担をふやさない努力が広域連合には求

められています。 
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今回の改正のポイントは、１つ、所得割合が0.65％引き下げられたということ、２つ目、

賦課限度額を80万から85万円に引上げが行われ、引き上げた分を中間所得層の保険料の抑

制に反映したことで、中間所得者層の被保険者の負担に一定の配慮がされたこと、そして、

均等割７割軽減対象者に対してのみ交付金を活用して7.2割軽減としたことで、低所得者へ

の均等割保険料の上昇を抑えることとなったこと。また、５割・２割軽減対象者には所得

基準が引き上げられ、軽減される被保険者がふえることになりました。 

一方で、新たに子ども・子育て支援納付金として、１人年間2,576円が賦課されます。結

果、所得割のかからない低所得者の被保険者は、保険料改定により、値上げの影響を受け

ることになります。 

そこで、保険料改定について、５点、質問します。 

１点目、１人当たりの年間保険料が値上げとなった主な理由は何かお聞きします。 

２点目、保険料の上昇抑制のための剰余金活用による１人当たり保険料の抑制額と、４

年度に設置した財政調整基金の７年度末の残高をお聞きします。 

３点目、前回、値上げ抑制のためとして、愛知県の財政安定化基金を21億円活用しまし

たが、今回は活用していません。その理由をお聞きします。また、７年度末の財政安定化

基金の残高はどれだけでしたか。基金を前回同様活用した場合、１人当たりの年間保険料

引下げ額の見込みはどれだけかお聞きします。 

４点目、７割軽減対象者の保険料の軽減割合を7.2割へ引き上げるために活用した特別調

整交付金の金額をお聞きします。また、今回の特別調整交付金の活用は、次期改定にも継

続する可能性がありますかお聞きします。 

５点目、５割軽減・２割軽減の基準見直しの結果、それぞれ、所得上限額がどうなりま

すか。また、軽減対象となる被保険者の数、被保険者数をお聞きします。 

次に、子ども・子育て支援納付金の保険料について、１点お聞きします。 

今回の保険料の値上げのうち、３割が子ども・子育て支援納付金賦課分となります。子

ども・子育て支援納付金は、来年度から３年かけて段階的に導入するというものですが、

今年度の賦課総額と、令和９年度、10年度の保険料見込額はどうなりますかお聞きします。 

以上で１回目の質問を終わります。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） 保険料改正について、５点、御質問いただきました。 

１点目、基礎賦課額に係る１人当たりの年間保険料の上昇要因については、主に、国が

定める後期高齢者負担率が引き上げられたこと及び診療報酬改定により医療給付費が増加

するものによるものになります。 

２点目、今回の剰余金活用による１人当たり保険料の抑制について、軽減後、１人当た

り保険料で6,400円程度引き下げられております。なお、財政調整基金の残高について、年

度末時点では約786万円となる見込みです。 

３点目、県の財政安定化基金の特例交付を受けることについての考えをお答えいたしま

す。 

県の財政安定化基金は、予定した保険料収納率を下回って生じた保険料不足や、予想以

上に給付費が膨らんだといったことで生じる財政不足の際に、県が広域連合に貸付けまた



令和８年第１回定例会（令和８年２月13日） 

11 

は交付を行うために設置されているものであります。また、特例といたしまして、当分の

間、保険料率の増加の抑制を図るために財政安定化基金を充てることができるとされてお

ります。 

本広域連合においては、令和６年度・７年度保険料率改定時には、国の制度改正等の影

響もあり、大幅な保険料の上昇が見込まれたため、愛知県との協議により、財政安定化基

金の特例交付による保険料の抑制を図りましたが、令和８年度・９年度の料率改定では、

前回料率改定時ほど保険料が上昇しない見込みであったため、県と協議の上、剰余金の活

用のみとしております。 

なお、７年度末の財政安定化基金残高につきましては約25億円となっており、仮に特例

交付をした場合には、１人当たり保険料は約660円引き下げられる見込みとなっております。 

４点目、令和８年度・９年度において、基礎賦課額に係る均等割７割軽減対象者に、均

等割額の0.2割分をさらに上乗せする措置につきましては、令和８年度におけるその軽減総

額は４億4,500万円程度と見込んでおり、国の特別調整交付金により補塡される予定です。

なお、この措置については令和８年度・９年度の保険料に対して行うものとされておりま

す。 

５点目、均等割軽減基準の見直しにつきまして、改正前後で対象となる収入額は、年金

収入のみの単身世帯で試算いたしますと、５割軽減判定につきましては、改正により5,000

円引き上げられ、199万円以下の方が対象となり、２割軽減判定につきましては、１万円引

き上げられ、225万円以下の方が対象となります。 

また、令和８年度の軽減対象となる被保険者数につきましては、今回の保険料率算定に

おける試算値になりますが、５割軽減の対象者は14万6,169人、２割軽減の対象者は15万

9,387人程度になると見込まれます。 

続きまして、子ども・子育て支援納付金の保険料について、１点、御質問いただいてお

ります。 

令和８年度の賦課総額は34億8,203万6,000円と見込んでおります。また、令和９年度及

び10年度の子ども・子育て支援納付金に係る保険料の見込額につきましては、国が示す納

付金によるところになるため、広域連合で見込むことは難しいですが、こども家庭庁が公

表している資料では、後期高齢者医療被保険者が負担する１人当たり保険料額について、

令和９年度が年額で約3,000円、令和10年度が約4,200円とされているところです。 

以上です。 

○議員（岡田ゆき子） 議長。 

○議長（太田博康） 岡田ゆき子議員。 

○議員（岡田ゆき子） 答弁いただきましてありがとうございます。 

２回目の質問、３点いたします。 

まず、保険料の上昇要因について、高齢者負担率を国が引き上げたということと、それ

は高齢者人口が増加してるということだと思います。また、診療報酬の改定が４月、行わ

れますが、報酬の引上げによって医療給付費が増加する見込みということも主な要因だと

いう答弁でした。 

高齢者の受診や入院などがふえれば、当然、医療給付費総額に影響を与えることになり

ますが、それが主な理由ではない。１人当たりの医療費は、当然、現役世代に比べて後期
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高齢者は高いのですが、高齢者１人当たりの受診回数や入院日数がふえているということ

ではないということだと思います。逆に、高齢者にとっては、窓口２割負担の通年実施が

始まり、また、ＯＴＣ類似薬に対して、処方される場合に、特別料金を課すなど、新たな

窓口負担が示されています。保険料負担増とともに、医療窓口でも負担が増えることにな

ることについて、収入が年金のみの高齢者からは悲痛な声が聞かれます。保険料が高いと

言われますし、病院にお金がかかるので行きづらいとか、また、病院を優先すれば、今度

は生活に回すお金をどこか削らなければならない、こういうお話も相談の中でも受けてい

ます。 

広域連合として、こうした医療に関わる高齢者の実態をどのように認識されていますか。

保険料改定時期にはコールセンターへの問合せも多いと思われますが、その状況も含めて

お聞きします。 

次に、剰余金についてです。 

保険料の上昇を抑制するために、剰余金を全て活用して6,400円程度の引下げとなったと

いう答弁でした。剰余金は、そもそも、取り過ぎた保険料が原資です。174億円となったの

は過去最大ではないかと思いますが、そもそも、前回の保険料改定で保険料を取り過ぎて

いたのではないかということが問われています。改めて、前回の改定で13％を超える保険

料の値上げで剰余金がこれだけとなったことについての認識と、今回の保険料算定に当た

って、保険料を取り過ぎることがないようにどのような配慮の上で算定されたのかお聞き

します。 

県の安定化基金については、今回、県との協議で、活用しないということですが、大幅

値上げとなった前回改定で、２年間、重い保険料負担となったことを考えると、少なくと

も、活用できる財源として、１人当たり660円であっても引下げにこれからでも活用を考え

ていただきたいと思います。これは述べておきます。 

最後に、３点目ですが、今回、均等割保険料７割軽減の被保険者に対して0.2割を上乗せ

する措置を行いました。もともと、後期高齢者医療、この制度が始まった当初は、７割軽

減の対象者の方は９割軽減、8.5割軽減という特例の軽減がされていました。段階的に軽減

措置が外されて、2021年には特例が全て廃止をされました。それで、今回、調整交付金の

活用ですけれども、7.2割軽減として総額で４億5,000万円ということですが、それを充て

ることとしたその理由を改めてお聞きします。お願いします。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） 高齢者の医療に関する広域連合の認識と保険料改定時期のお問

合せについて再質問いただきました。 

後期高齢者医療制度では所得に応じ自己負担割合が決められ、また、保険料の軽減も図

られております。コールセンターをはじめ、広域連合、市町村の窓口では保険料改定の時

期に限らず、年間を通じて様々なお問合せをいただいておりますが、後期高齢者医療制度

について丁寧に説明し、御理解をいただいているところであります。 

続きまして、保険料率算定に関する再質問でございます。 

保険料率算定におきましては、過去の実績等を踏まえ、今後、２年間の医療給付費等に

必要な費用を過不足なく見込んでおります。剰余金につきましては、医療給付費等に不足
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額を生じさせることなく、健全な財政運営を損なうことのないよう予算編成をし、結果、

生じたものでございます。 

剰余金は、国の通知に基づき、原則どおり保険料率抑制の財源として活用しております。 

最後に、0.2割分の上乗せ措置についての理由です。国からは、令和８年度・９年度にお

いて均等割額の伸びが大きくなることが見込まれることを踏まえ、低所得者の保険料を抑

制する観点から、広域連合の判断により行うものとされ、この措置に係る費用は特別調整

交付金の対象となる旨が示されております。 

以上です。 

○議員（岡田ゆき子） 議長。 

○議長（太田博康） 岡田ゆき子議員。 

○議員（岡田ゆき子） それでは、３回目の質問をさせていただきます。 

まず、高齢者の実態について、言及をされませんでした。コールセンターには、年間通

して様々な問合せがあるとだけ言われましたが、問合せの内訳を事前にお聞きしましたが、

６年度の保険料改定の通知が届いた７月は、年間の問合せ件数についても、問合せの中身

についても、保険料に限ったものが断トツ多いという結果でした。なぜ、こんなに上がっ

たのか、年金額は変わらないのに上がるのか、多くの問合せがあったのではないかと思わ

れます。今回の改定は、主に均等割保険料のみの被保険者の保険料が上がることになりま

す。保険制度の執行機関ということにとどまらず、負担増による高齢者への影響を広域連

合としても認識すべきだと指摘しておきます。 

剰余金が174億円に上ったことについてですが、保険料の算定においては必要な医療給付

費の過不足が生じないように費用を見込むという考え方は分かります。しかし、174億円も

の剰余が出たことについては、保険料に換算すれば、１人年間6,400円、相当するものです。

これはやっぱり取り過ぎだということではないかと思います。過不足なく見込んだと本当

に言えるんでしょうか。 

保険料の多寡は高齢者の生活に直結する問題であり、保険料算定に当たっては正確さを

期すことが大変重要だということと、そして、これが広域連合の信頼にも関わる問題だと

いうことを改めて指摘したいと思います。 

最後に、質問です。今回、７割軽減の被保険者に対し、交付金を活用して7.2割軽減とし

ましたが、これは、８年・９年度の料金改定に対して行われた措置だという答弁でした。

今、さらに円安が進んで、物価高の続くこの社会情勢において、今回の措置にとどまらず、

低所得者対策として7.2割軽減のための交付金を継続するように国に要請することを求め

ますが、見解をお聞きし、質問を終わります。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） 7.2割軽減の継続を国に要請することへの見解についてです。 

国はこの措置は恒常的なものではなく、令和８年度・９年度の料率改定に当たって講じ

られる措置であると聞いております。 

当広域連合といたしましては、国の方針に基づいて行う予定であり、7.2割軽減の継続を

国に要請することは考えておりません。 

以上です。 
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○議長（太田博康） 通告のございました質疑は以上です。 

これで質疑を終わります。 

岡田ゆき子議員から討論の通告がございますので、討論を許します。 

○議員（岡田ゆき子） 議長、岡田ゆき子。 

○議長（太田博康） 岡田ゆき子議員。 

（岡田ゆき子議員 演壇で反対討論） 

○議員（岡田ゆき子） 第６号議案に対し、反対の立場で討論します。 

反対する理由は、前回の改定に続き、１人年間平均保険料が7,739円、7.5％の値上げと

なり、また、子ども・子育て支援納付金が今後３年間にわたり増額しながら賦課されるこ

とになるからです。 

今回、剰余金をほぼ全額投入することで保険料の抑制を抑えたとのことですが、そもそ

も、令和６年度、７年度に被保険者が納め過ぎていた保険料の剰余ですから、被保険者に

戻すのは当然であり、その上で、県の安定化基金の活用や、市町村に一定負担の協力を求

めるなど、据置きの可能性もあったのではないか、前回に続き、今回の保険料の値上げは

高齢者にとって耐えられない負担であると言わざるを得ません。 

子ども・子育て支援納付金が新たに賦課されることについても、その目的は少子化トレ

ンドの反転を実現するためとして、世代間にその責任を求める仕組みであり、本来、国が

社会保障制度として財源を税収から充てるべきであり、医療保険料に賦課することは認め

られません。 

以上、討論を終わります。 

○議長（太田博康） 通告のございました討論は以上ですので、これで討論を終わります。 

これより採決をいたします。 

この採決は、起立によって行います。 

議案第６号「愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改正

する条例の制定について」を原案のとおり決定することに賛成の方は御起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 

起立多数です。よって、本件は原案のとおり可決されました。 

ここで、暫時休憩をいたします。 

再開は、午後２時半といたします。 

休憩午後２時19分 

再開午後２時30分 

○議長（太田博康） それでは、休憩前に引き続き会議を開きます。 

日程第11、議案第７号「令和８年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計予算」と日

程第12、議案第８号「令和８年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計

予算」の２件を一括議題といたします。 

事務局から説明を求めます。 

○事務局長（井口能秀） 議長、事務局長。 

○議長（太田博康） 井口事務局長。 

○事務局長（井口能秀） それでは、議案第７号及び議案第８号について、令和８年度当
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初予算として、一括して説明させていただきます。 

議案書の35ページを御覧ください。 

まず、議案第７号「令和８年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計予算」でござい

ます。 

令和８年度の一般会計予算につきましては、第１条第１項にありますように、歳入歳出

予算の総額はそれぞれ23億2,158万2,000円、また、第２条にありますように、一時借入金

の最高額については2,000万円と定め、第３条にありますように、歳出予算の各項の経費の

金額に過不足を生じた場合には、同一款内で各項相互に流用するものとするものでござい

ます。 

また、第１条第２項にありますように、款項の区分及び当該区分ごとの金額につきまし

ては、「第１表 歳入歳出予算」として、１枚おめくりいただきました左側、36ページ、右

側、37ページに記載のとおりでございます。 

続きまして、議案書を１枚おめくりいただき、右側、39ページをお願いいたします。 

議案第８号「令和８年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計予算」

でございます。 

令和８年度の特別会計予算につきましては、第１条第１項にありますように、歳入歳出

予算の総額については、それぞれ１兆961億1,478万2,000円、第２条にありますように、一

時借入金の最高額については240億と定め、第３条にありますように、歳出予算の各項の経

費の金額に過不足を生じた場合には、同一款内で各項相互に流用するものとするものでご

ざいます。 

また、第１条第２項にありますように、款項の区分及び当該区分ごとの金額につきまし

ては、「第１表 歳入歳出予算」として、１枚おめくりいただきました左側、40ページから

42ページまでに記載のとおりでございます。 

それでは、予算の主な内容につきましては、別冊の議案参考資料で御説明いたします。

恐れ入りますが、議案参考資料の57ページをお願いいたします。 

ページの中ほどにございます「第２ 会計別予算額」、ページの下の表を御覧ください。 

予算規模でございますが、令和７年度当初予算と比較いたしますと、一般会計について

は、前年度比93.32％で、約１億6,600万円の減、特別会計につきましては、前年度比101.95％

で、約209億3,900万円の増となっております。 

１枚おめくりいただきました左側、58ページからは一般会計について、さらに１枚おめ

くりいただきました右側の61ページからは特別会計について、予算の主な内容を款別に記

載しておりますが、さらに３枚おめくりいただき、67ページを御覧ください。 

「参考 令和８年度当初予算における主な増減事業等」といたしまして13件を取り上げ

ましたので、ここでは主立った事業等を御説明いたします。 

まず、「３ 資格確認書等作成業務委託料」、１億6,447万1,000円で、前年度から約2,700

万円の増でございます。これは、被保険者数増加による処理件数の増加、原材料費や光熱

費等の増加による単価の増額や国の制度改正に伴う周知広報経費等の増加などによるもの

でございます。 

次に、「４ データヘルス計画中間評価業務委託料」、770万円で、新規事業になります。

令和５年度に策定いたしました第３期データヘルス計画の中間評価として、目標値の見直
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しや各保健事業施策の継続要否の検討等を行う必要があるため、新規で計上するものでご

ざいます。 

次に、「５ 歯科健康診査補助金」、１億365万9,000円で、約2,300万円の増額でございま

す。これは、口腔機能評価の項目でありますそしゃく能力、舌機能、嚥下機能の全項目を

実施する市町村が増加見込みであるため、増額をするものでございます。 

次に、68ページを御覧ください。特別会計でございます。 

特別会計では、保険給付費や基金積立金が増額されておりますが、主立った事業ですと、

「８ 子ども・子育て支援納付金」、34億8,004万円で、新規になります。これは、令和８

年度から新設される子ども・子育て支援金制度における広域連合が納付する子ども・子育

て支援納付金額を計上する必要があるためでございます。 

次に、予算額が減額した事業について御説明します。 

「１ 手数料（一般事務管理費）」、１億4,085万4,000円で、約１億3,300万円の減額でご

ざいます。これは、被保険者の窓口負担割合増加に対する配慮措置が終了となったことに

伴い、高額療養費等の振込件数の減少が見込まれるためでございます。 

また、同様の理由により、「４ 通信運搬費（給付管理費）」においても、郵送件数の減

少が見込まれるため、約6,600万円の減額となります。 

以上が、議案第７号及び第８号についての説明です。 

よろしく御審議のほど、お願い申し上げます。 

○議長（太田博康） それでは、これより質疑を行います。 

議案第８号に関して、岡田ゆき子議員から通告がありましたので、質疑を許します。 

○議員（岡田ゆき子） 議長、岡田ゆき子。 

○議長（太田博康） 岡田ゆき子議員。 

（岡田ゆき子議員 演壇で質疑） 

○議員（岡田ゆき子） 通告に従い、令和８年度後期高齢者医療特別会計予算について、

２点質問します。 

まず、窓口２割負担による影響についてです。 

2022年10月から窓口負担割合の２割負担が導入され、昨年９月までの３年間は激変緩和

のための配慮措置がありましたが、措置期間が終了し、対象の被保険者は10月から２割負

担となっています。来年度は通年で２割負担となりますが、通年実施による医療給付費へ

の影響額をお聞きします。 

２点目に、次に、保険料をこれ以上、上昇させないために、東京都は、葬祭費、審査支

払い手数料・保険料未収金の補塡分を市町村の負担として、保険料の上昇抑制を行ってい

ます。同様に、愛知県広域連合においても市町村負担とした場合のそれぞれの見込額と保

険料の引下げ効果としてどれくらいになるのかお聞きし、質問を終わります。 

○給付課長（山本敦志） 議長、給付課長。 

○議長（太田博康） 山本給付課長。 

○給付課長（山本敦志） 御質問いただきました１点目、自己負担２割の方の激変緩和措

置が終了することに伴う医療給付費への影響についてでございます。 

激変緩和措置の終了により医療給付費は減少することとなりますが、令和８年度の医療

給付費の算定におきましては、国より示された方法を用いて見込みを行っております。仮
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に激変緩和措置があった場合と比較いたしますと、およそ35億円の影響があるものと想定

しております。 

以上でございます。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） 続きまして、２点目の葬祭費等の市町村負担による保険料上昇

抑制について、東京都広域連合と同様の措置を行う場合の必要財源の額についてですが、

令和８年度予算に基づいてお答えいたしますと、葬祭費は33億8,280万円、審査支払い手数

料は20億494万3,000円、基礎賦課額保険料未収金の補塡に必要な額は４億9,778万8,000円

で、単純にこれらの費用を令和８年度の見込み被保険者数で割りますと、１人当たり約

5,100円となります。 

以上です。 

○議長（太田博康） 通告のございました質疑は以上です。 

これで質疑を終わります。 

本件については討論の通告がございませんでしたので、これより採決をいたします。 

この採決は、いずれも起立によって行います。 

まず、議案第７号「令和８年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計予算」を採決い

たします。 

本件を原案のとおり決定することに賛成の方の御起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康）御着席ください。 

全員起立です。よって、本件は原案のとおり可決されました。 

次に、議案第８号「令和８年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計

予算」を採決いたします。 

本件を原案のとおり決定することに賛成の方の御起立をお願いいたします。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康）御着席ください。 

起立多数です。よって、本件は原案のとおり可決されました。 

日程第13、「一般質問」を行います。 

石田裕信議員から通告がございましたので、質問を許します。 

○議員（石田裕信） 議長、石田裕信。 

○議長（太田博康）石田裕信議員。 

（石田裕信議員 演壇で質問） 

○議員（石田裕信） では、通告に従い、一般質問を行います。 

なお、先ほどの第６号議案にもありましたように、子ども・子育て支援納付金となって

おりますが、こちらは子ども・子育て支援金制度の話となりますので、今回の質問は子ど

も・子育て支援金とさせていただきます。 

2024年に行われた子ども・子育て支援法の改定により、次年度より、子ども・子育て支

援金が医療保険料に上乗せされることとなりました。これにより、愛知県の後期高齢者医

療におきましても、予算において、被保険者１人当たり年間2,576円が加算されるとしてい
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ます。 

政府は、この子ども・子育て支援金を少子化対策の財源として活用するとしていますが、

この制度には問題が幾つかあります。 

まず、子ども・子育て支援金は使途が明確にされていません。大まかな支援案が示され

ているものの、なぜ年間3.6兆円もの費用が必要になるのか、具体的に何に、どの程度の費

用がかかるのか、それによってどのような効果を見込んでいるのかといったことが十分に

示されていません。少子化対策は必要だと分かっていても、その必要性や妥当性が分から

ないままでは、ほかの穴埋めに使われるのではないか、さらに加算されていくのではない

かといった不安を抱くことになってしまいます。 

そして、一番の問題は、医療保険への上乗せという形で負担を求める点です。 

医療保険料は、本来、病気やけがをした際に安心して医療を受けるための保障制度です。

そこに少子化対策という別目的の財源を組み込むことは、制度の趣旨をゆがめるものです。 

後期高齢者医療制度は、75歳以上の高齢者が加齢に伴う病気など、慢性的な医療ニーズ

を抱えながらも、安心して医療を受けられるよう設けられた制度です。その保険料は大半

の方が年金など、限られた収入の中から支払っており、そこに追い打ちをかけるように、

物価高騰や医療費の自己負担増、保険料の引上げが続いています。 

そんな状況にもかかわらず、子ども・子育て支援金が加算されるから負担がさらにふえ

ると言われても、医療とは直接関係のない施策の財源をなぜ保険料で賄うのかという疑問

を抱かせることになります。 

そのため、今回は、子ども・子育て支援金について、県後期高齢者医療広域連合の考え

をお聞きしていきます。 

１点目は、子ども・子育て支援金の使途についてです。 

被保険者に新たな負担を求めるのであれば、その使途を明確に示し、納得できる説明が

なければいけません。 

（１）の１回目の質問としまして、子ども・子育て支援金を医療保険料に加算するに当

たり、国からはどのような使途説明がなされているのか。また、県後期高齢者医療広域連

合として、被保険者に対し、子ども・子育て支援金の具体的な使途と効果について、十分

に説明できる状況にあるのかお聞きします。 

２点目は、子ども・子育て支援金の負担についてです。 

後期高齢者の多くは、年金収入を生活の基盤としており、収入の増加は見込めない中、

医療費の自己負担や保険料の支払いなど、既に大きな負担を担っています。そこに医療と

は異なる目的の子ども・子育て支援金を上乗せすることは、軽減があったとしても、高齢

者にとって重い負担増であり、制度の趣旨を逸脱してるとの指摘があります。 

（２）の１回目の質問としまして、県後期高齢者医療広域連合は、現在の高齢者の生活

実態や、その厳しい状況をどのように認識をしているのか。その上で、子ども・子育て支

援金として追加的な負担を求めることについてどのように考えているのか、見解をお聞き

します。 

次に、大項目の２、資格確認書の交付についてです。 

現在、後期高齢者医療制度では、マイナ保険証の有無にかかわらず、全ての人に資格確

認書が発行されています。これは昨年の県広域連合議会でも一般質問で求めていたことで
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あり、資格確認書があれば、災害時やマイナ保険証のトラブルといった、いざというとき

でも安心して医療が受けれるようになっています。しかしながら、資格確認書の全員発行

は、令和８年７月までの暫定措置となっていたことから、それ以後の取扱いはこれまで明

確にされていませんでした。 

このことについて、昨年末に報道がありました。昨年の12月18日、社会保障審議会・医

療保険部会が開かれ、マイナ保険証の利用促進についてとした議論の中で、厚生労働省は、

令和８年８月以降の対応について、85歳以上には引き続き資格確認書を一律で職権交付す

る運用としながら、84歳以下については直近１年間で６回以上利用、そして、直近３か月

における利用実績がある方には資格確認書を職権交付しないとした案を示したとのことで

す。これには、会合に参加した委員からも年齢と実績により後期高齢者の中で職権交付が

混在することになる、被保険者や現場が混乱し、分かりにくい状況になることが懸念され

るのではないか、資格確認書の職権交付の取扱いが被保険者により異なることで生じる事

務負担等に対し、全国の広域連合から強い懸念が示されているとした意見が出されたとの

ことです。 

資格確認書の交付についての１回目の質問です。 

厚労省が昨年末に示した案では、85歳以上には引き続き資格確認書を一律で職権交付す

るとしながら、84歳以下は一定のマイナ保険証の利用実績がある場合は資格確認書を交付

しないとされていました。このことについて、現在、どのような状況となっているのか、

愛知県後期高齢医療広域連合に対し国からどういった連絡が行われているのか、行われて

いましたら、その内容をお聞きします。 

以上で壇上からの質問を終わります。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） 初めに、大項目１の１点目、子ども・子育て支援金の使途・効

果について国からどのような説明がされているのかお答えします。 

国からは、児童手当の拡充、妊婦のための支援給付の拡充、こども誰でも通園制度の創

設、育児時短就業給付の創設など、こども未来戦略＜加速化プラン＞に基づく給付等の財

源といたしまして、医療保険者から支援納付金を徴収するとされております。 

これら、制度の説明等につきましては、今後、国による周知啓発のほか、広域連合とい

たしましても年次更新に合わせたリーフレットの同封等による周知を図ってまいります。 

続きまして、２点目の高齢者の生活実態の認識及び子ども・子育て支援金として追加的

な負担を求めることについての見解です。国は、子ども・子育て支援金制度を社会連帯の

理念を基盤に、子どもや子育て世代を全世代・全経済主体が支える新しい分かち合い・連

帯の仕組みとしております。その上で、高齢者や子育て中でない方など、支援金を充てる

給付を直接受けない方にとっても、実効性のある少子化対策によって我が国の経済・社会

システムや地域社会を維持し、国民皆保険制度の持続可能性を高めることはかけがえのな

い重要な意義を持つとしております。この趣旨に基づき、全ての医療保険者において保険

料に合わせて支援納付金を納付することとされております。 

なお、後期高齢者医療制度においては所得に応じて均等割額の軽減が適用されるなど、

一定の配慮がなされております。 
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続きまして、大項目２の資格確認書の交付に関して、国からどういった連絡が行われて

いるのかについてお答えいたします。 

国からは、令和８年１月27日付で事務連絡がありました。その内容につきましては、議

員、御紹介のあったとおり、厚生労働省としては令和８年８月の年次更新以降においては、

現在のマイナ保険証をめぐる状況や、今後の円滑な移行を推し進める観点から、現状のマ

イナ保険証の保有状況にかかわらず一律に資格確認書を職権交付する暫定的な運用を見直

すこととし、年齢及びマイナ保険証の過去の利用実績から見てその利用が難しいと判断さ

れる場合に限り、職権交付の対象とするというものでありました。 

具体的には、84歳以下の被保険者に対しましては、マイナ保険証の利用実績を踏まえた

きめ細かい対応を行う観点から、直近１年間にマイナ保険証の利用が６回以上あり、かつ、

おおむね直近３か月以内に利用実績がある場合は職権交付はしない。また、85歳以上の被

保険者に対しては、マイナ保険証利用率がほかの年代と比較して相対的に低く、施設入所

率も高い状況にあること等を踏まえ、引き続きマイナ保険証の保有状況にかかわらず資格

確認書を職権交付するといった内容になっております。 

以上です。 

○議員（石田裕信） 議長、石田裕信。 

○議長（太田博康） 石田裕信議員。 

○議員（石田裕信） それぞれお答えいただきました。大項目１、子ども・子育て支援金

についての（１）の２回目です。 

それらはあくまで制度の名称や方向性が示されているだけのものであって、令和７年３

月にこども家庭庁が出した子ども・子育て支援金制度についてとした資料に記載されてい

たものからほとんど変わっていません。前の資料が出されてから１年たとうとしてるのに、

国は子ども・子育て支援金について具体的な使途を示していないことが分かりました。具

体的に示さないままでは、子ども・子育てに関することだとすれば何に使ってもいいとい

うことにもなりかねず、必要だからとさらに子ども・子育て支援金を引き上げられる可能

性もあります。 

被保険者に新たな負担を求めるのに、国が決めたから、周知啓発するという程度で被保

険者の納得を得られるとは思えず、医療保険制度への不信感にもつながりかねません。医

療保険制度に負担を求める今回の国のやり方そのものに問題があります。 

小項目の（１）については以上です。 

（２）の２回目です。 

国は、子どもや子育て世代を全世代・全経済主体が支える新しい分かち合い・連帯の仕

組みとしてるとのことですが、少子化は、国が長年にわたり、若い世代が経済的に安心し

て結婚や子育てができない環境を放置してきたことの結果である。国の政策の失敗です。

国の責任を全く性質の異なる医療保険制度に転嫁することは間違いであり、筋が通るもの

ではありません。 

一定の配慮がなされてるとはいえ、医療保険料は所得に対する逆進性が強く、低所得ほ

ど負担感が大きい制度です。年々生活が厳しくなっている年金生活者にとって、たとえ数

百円でも大きな負担です。 

そもそも、子ども・子育て支援金に関し、国は実質的な国民負担は生じないとしていま
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す。なのに、保険料として明確な負担となっていることについて、被保険者にどう説明す

るのでしょうか。 

２回目の質問です。 

子ども・子育て支援法等の一部改正する法律では、子ども・子育て支援納付金に係る保

険料を医療保険に求めることとされています。しかし、改正法附則第47条には、賃上げと

歳出改革により、実質的な国民負担は生じないと明記されています。 

しかしながら、今回の後期高齢者医療保険の予算では、保険料の引上げが示されており、

その引上げ分は子ども・子育て支援金分が含まれています。これは、後期高齢者医療制度

の被保険者にとって、実質的な負担増が生じていることを示してるものです。 

この点について、国から県後期高齢者医療広域連合に対しどのような説明がなされてい

るのか。また、実質的な負担は生じないとされているにもかかわらず、実際には保険料が

引き上げられてることについて、県広域連合として、被保険者にどのように説明を行うの

かお聞きいたします。 

次に、大項目の２、資格確認書の交付についての２回目です。 

昨年、行われた審議会の中で危惧する意見が出ていたにもかかわらず、厚労相の案がそ

のまま広域連合に事務連絡されていることが分かりました。厚労相の考えでは、危惧され

ていたとおり、医療機関窓口での混乱や事務負担の増加が懸念されます。 

そもそも、84歳以下で、最近、利用実績があるなら問題ないという考え方は、高齢者の

健康状態が常に安定しているという前提のものであり、高齢者の健康状態の変化や不安定

さを配慮していないものです。 

認知機能の低下、視力・聴力の低下、暗証番号の失念、機器操作への不安などにより、

マイナ保険証の利用が突然困難になる可能性は誰にでもあります。そのたび、職員の手助

けが必要になったり、リーダー操作の遅れから受付を待つ人が後ろに並んでしまう心理的

負担を感じるといったケースは現在も発生しています。そして、マイナ保険証は機器の不

具合や通信障害などから資格確認ができないといったトラブルが継続して発生しており、

これらの問題はマイナカードを利用する以上、完全になくすことはできません。そういっ

た際、10割負担になると言われたら、受診を諦めてしまう可能性があります。 

年齢と利用実績によって資格確認書の扱いが分かれることで、無論、医療機関での窓口

での確認や説明が必要となりますし、災害時やシステム障害時の対応も複雑になります。

そして、利用実績の確認や判断、対象者の区分、問合せの対応など、交付する側にとって

も新たな事務負担が生じることになります。資格確認書が一律交付されていれば不要だっ

た負担が、今回の変更から新たに発生することになりかねません。 

資格確認書の交付についての２回目の質問です。 

国のマイナ保険証を常用していれば問題ないとする考えは、いざというときに対し配慮

の欠けたものとなっています。そして、多くの広域連合が年齢や利用実績の違いで区別す

ることで、現場での混乱や事務負担が生じることに懸念を示しています。 

今回の通知は、国からの事務連絡であり、84歳以下の方への対応について必ずしも実施

を義務づけるものではないはずです。資格確認書の一律交付を継続すれば、高齢者の安心

と医療現場の混乱回避、余計な事務負担をなくすことにつながります。 

８月以降も県後期高齢医療に加入する全ての方に資格確認書を交付してはどうか、広域
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連合の考えをお聞きいたします。 

○管理課長（松井俊幸） 議長、管理課長。 

○議長（太田博康） 松井管理課長。 

○管理課長（松井俊幸） 子ども・子育て支援金の負担について再質問をいただきました。 

実質的な国民負担は生じないことについて国からどのような説明がなされているのか、

また、実質的な負担は生じないとされているにもかかわらず、実際には保険料が引き上げ

られていることへの説明についてお答えいたします。 

国からは、歳出改革と賃上げによって実質的な社会保険負担軽減の効果を生じさせると

しております。今回、子ども・子育て支援納付金が新たに賦課されますが、リーフレット

などによる周知を図ってまいります。 

続きまして、資格確認書の交付についての再質問で、全ての人に資格確認書を交付する

ことについてお答えいたします。 

今回の暫定運用の見直しは、マイナ保険証を基本とした仕組みへの円滑な移行に向け、

後期高齢者に対するきめ細かい対応として実施するものとして認識しております。 

当広域連合といたしましても、国の方針に沿った対応としていく予定です。 

以上です。 

○議員（石田裕信） 議長、石田裕信。 

○議長（太田博康） 石田裕信議員。 

○議員（石田裕信） 子ども・子育て支援金についての（２）の３回目です。 

歳出改革と賃上げによって実質的な社会保険負担軽減の効果を生じさせるとしていると

のことですが、これは後期高齢者の生活を前提としているものではありません。 

後期高齢者の多くは、既に現役世代を退き、年金収入を生活の基盤としており、賃上げ

という言葉そのものが後期高齢者には当てはまりません。また、歳出改革によって負担が

軽減されるとのことですが、国の示す歳出改革は医療ＤＸやジェネリック医薬品の使用促

進や予防・健康づくりの推進といった、いつ効果が出るかも分からないものが多い一方で、

高額療養費の引上げや、ＯＴＣ類似薬の保険適用時の負担追加など、さらなる負担を求め

ることばかり進められています。 

この子ども・子育て支援納付金に係る保険料について、政府が実質的な負担は生じない

としたことについて、神奈川県及び神奈川県内自治体、そして、神奈川県後期高齢者医療

広域連合を含む各保険者が一体となり、子ども・子育て支援金制度の創設に伴う支援納付

金に係る保険料負担が実質負担とならないよう財政支援措置の実施等を求めるとした要望

書を国に提出をしています。 

こちらの要望書、一部読み上げますと、「子ども・子育て支援納付金に係る保険料が実質

的に新たな負担増となる見込みとなっている。今後、条例改正案により子ども・子育て支

援納付金に係る保険料を新たに賦課する項目等を新設するとともに、予算案により保険料

率等を示すこととなりますが、議会及び被保険者に対し『実質的な負担は生じない』と説

明することが極めて困難な状況が生まれています。子ども・子育て支援納付金に係る保険

料について、政府が『実質的な負担は生じない』としたことを踏まえ、次のことを要望し

ますので、こども家庭庁をはじめ、関係省庁へも働きかけ、具体策を速やかに検討されま

すよう要望します。」として、子ども・子育て支援納付金に係る保険料が実質的な負担増と
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ならないことについて、政府の責任において議会及び被保険者の理解促進を図ること、そ

のための説明資料を速やかに作成し、政府の責任において周知をすること。そして、実質

的な負担増となる場合、改正法附則第47条第５項に基づき、必要な財政支援措置等を速や

かに行うことを要望をされています。 

（２）の３回目の質問は、県広域連合長にお聞きいたします。 

後期高齢者の生活と医療を守る立場から、県広域連合長として、県や市町村、他保険者

に働きかけ、子ども・子育て支援金が実質負担とならないよう、国に対し、子ども・子育

て支援金の負担を国庫で担うことを求めるべきではないでしょうか。連合長の考えをお伺

いいたします。 

次に、資格確認書の交付についての３回目です。こちらは意見を述べます。 

後期高齢者医療制度において最も優先されることは、誰もが確実に安心して医療を受け

られることということです。いざというときに、窓口で混乱や受診控えが生じるようなこ

とがあっては問題です。 

本来であれば、保険証の廃止を撤回し、保険証を再度発行することが最も確実な解決策

です。しかし、国はマイナ保険証の普及を優先するばかりで、トラブルや問題については

見ないようにしてる状況です。 

愛知県後期高齢者医療広域連合として保険証と同じように使うことのできる資格確認書

の一律交付を継続し、医療現場や行政窓口などの負担軽減、被保険者の安心、安全を最優

先するべきではないでしょうか。 

以上で、私からの発言は終わります。大項目１（２）への回答をお願いして終わります。 

○広域連合長（広沢一郎） 議長、広域連合長。 

○議長（太田博康） 広沢広域連合長。 

○広域連合長（広沢一郎） 子ども・子育て支援金の負担の要望を県や市町村に働きかけ

ることにつきまして、連合長に答弁を求められましたのでお答えをいたします。 

今回の神奈川県の要望内容につきましては、実質的な負担増とならないことについて、

国の責任において被保険者の理解促進を図るための周知等を要望されているものだと聞き

及んでおります。 

このことにつきまして、現在も国において周知広報等が進められているところであり、

先ほど事務局からも答弁がありましたが、保険者である広域連合といたしましては、本制

度の趣旨を踏まえ、被保険者の皆様の御理解をいただきながら進めていくものであると考

えております。このため、現時点では当広域連合から同様の要望をしていく考えはござい

ません。 

以上でございます。 

○議長（太田博康） これで一般質問を終わります。 

次に、日程第14、請願第１号「後期高齢者医療制度の改善を求める請願書」を議題とい

たします。 

請願の要旨等については、議会事務局に報告をさせます。 

○議会事務局長（須藤喜巳） 日程第14、請願第１号「後期高齢者医療制度の改善を求め

る請願書」について。 

受理は令和８年１月20日、請願者は、愛知県社会保障推進協議会議長 森谷光夫さんと
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全日本年金者組合愛知県本部執行委員長 渡邉博子さんです。 

紹介議員は石田裕信議員、岡田ゆき子議員でございます。 

請願事項は、 

１．高齢者に耐え難い負担となっている保険料を大幅に引き下げてください。 

２．保険料減免制度について、次の点を改善してください。 

①低所得者のための保険料の減免制度を県の一般会計の繰入れで実施してください。 

②収入減少を理由とした減免制度の減免要件であります当年所得減少割合を前年所得の

２分の１以下、当年見込所得100万円以下及び減免割合の２から５割を改善してください。 

３．保険料未納者の生活実態把握に努め、財産の差押えは行わず、納付が困難と判断し

た場合は、滞納処分の停止、欠損処理等を迅速に実施してください。 

４．愛知県後期高齢者医療制度に関する懇談会の公募委員は、無作為抽出によるもので

なく、愛知県国民健康保険運営協議会と同様に、広く被保険者から公募するよう改めてく

ださい。 

５．請願・陳情者に対し、請願・陳情の趣旨説明を議会で行えるようにしてください。 

６．国に対して、次の項目の意見書を提出してください。 

①定率国庫負担割合の増加等、国による財政支援を拡充してください。 

②後期高齢者の窓口負担割合のさらなる引上げや、金融資産の保有状況を勘案した負担

の導入などを行わないでください。 

③高額療養費の自己負担上限額の引上げは行わないでください。 

④ＯＴＣ類似薬や長期収載医薬品の窓口負担増は行わないでください。 

⑤子ども・子育て支援金納付金に係る保険料が負担増とならないように財政支援措置を

行ってください。 

⑥従来の健康保険証を復活してください。 

７．愛知県に対し、次の項目の意見書を提出してください。 

①葬祭費・審査事務手数料は、愛知県と市町村の一般会計の繰入れで給付してください。 

②広域連合の行う健診の費用は、後期高齢者の保険料でなく、国と愛知県の負担で実施

してください。 

以上でございます。 

○議長（太田博康） 本件請願について、議会運営に関することとして議員全員協議会で

説明のあった「請願事項の５番」以外の部分に関して、当局に現状の説明を求めます。 

○事務局長（井口能秀） 議長、事務局長。 

○議長（太田博康） 井口事務局長。 

○事務局長（井口能秀） それでは、請願第１号について、当広域連合の現状等を御説明

申し上げます。 

まず、１．保険料の引下げについてです。 

後期高齢者医療制度では、財政運営期間を２年とし、この期間の医療給付費等に充てる

ため、２年ごとに保険料率の改定を行っております。料率算定では、まず、医療給付費を

はじめとする後期高齢者医療に係る費用を見込みます。それに充当する財源を、国・県・

市町村の負担金、後期高齢者支援金、保険料収入等で見込みます。このため、医療給付費

等の増減見込みにより、必要となる保険料収入の見込みも変動することとなります。 
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なお、令和８年・９年度保険料率改定においては、子ども・子育て支援金制度が創設さ

れ、保険料率を算定しております。 

次に、２．保険料減免制度についてでございます。 

①につきましては、保険料の減免は、災害、所得激減、心身の障害・長期入院、失業・

収入激減、そして、農作物の不作あるいは不漁による減免を実施しております。これらの

減免につきましては、保険料額を決定した際の状況から、収入や健康状態等、生活環境が

大きく変わることを事由とするものでございます。 

低所得者につきましては、あらかじめその所得の状況に応じた保険料が賦課されており、

その状況に変化がない場合、減免の対象とはなっておりません。また、低所得者の保険料

については、均等割について、所得に応じて７割、５割、２割の保険料軽減が図られてお

ります。 

次に、②につきましては、収入減少を理由とした減免は、条例による減免費用の財源に

ついて他の被保険者の保険料から補塡することとなり、均等割を対象とすることや要件の

緩和などの拡充は他の被保険者の負担になることが考えられます。 

次に、３．財産の差押え、いわゆる滞納処分につきましては、納付相談等のきめ細やか

な収納対策を適切に行った上で、十分な収入、資産等があるのにもかかわらず、なお保険

料を納めない被保険者に対し保険料負担の公平の観点から行うものであり、滞納処分の停

止、欠損処理等についても、保険料の徴収事務を行う市町村において、滞納者の生活状況

等を十分に把握した上で事務がなされているところでございます。 

次に、４．懇談会の委員の公募方法についてです。 

現在、約114万人の被保険者の方々から広く御意見をいただくことも必要と考え、公平な

公募方法として、全被保険者の中から無作為に抽出させていただいた方に委員をお願いし

ております。 

次に、６は広域連合議会から国への意見書の提出を求めるもので、私からは国の考え方

や検討状況、国への働きかけの状況等を申し上げます。 

まず、①については、例年、各都道府県の広域連合で構成する全国後期高齢者医療広域

連合協議会が、厚生労働大臣に後期高齢者医療制度に関する要望書を提出しており、令和

７年６月及び11月に提出した要望書においても、将来的な制度の持続可能性を高めるため

に、国の財政支援等を拡充することを要望しております。 

また、②については、国において、持続可能な社会保障制度の運営のため十分な検討を

行っていくとされております。 

次に、③及び④は、高額療養費制度の見直しに当たっては、国において、高額療養費の

セーフティネット機能に鑑み、長期療養者や低所得者の経済的負担の在り方に配慮した見

直しを行うとされ、また、ＯＴＣ類似薬の窓口負担の見直しについては、政府としても、

子どもや慢性疾患を抱えている方、低所得者の方の患者負担などには十分配慮をしながら

行うとのことでございます。 

当広域連合としましては、令和７年11月に全国後期高齢者医療広域連合協議会を通じ、

高額療養費や医療費の窓口負担の見直し等、新たな制度改正に当たっては、実現可能性や

影響範囲を慎重に見極めて行うよう国に要望しているところでございます。今後も機会を

捉えて、こうした要望活動を実施してまいりたいと考えております。 
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次に、⑤については、現行の保険料と同様、子ども・子育て支援納付金分の保険料につ

いても、低所得者に対する均等割額の軽減措置や災害に罹災した場合等、特別な事情に該

当する場合には減免することができる規定となっておりますので、一定の配慮がなされて

おります。 

⑥については、法改正により、令和６年12月２日をもってこれまでの被保険者証は廃止

されているところでございます。 

最後に、７は広域連合議会から愛知県への意見書の提出を求めるものでございますので、

６同様に検討状況等を申し上げます。 

まず、①についてです。葬祭費の給付及び国保連合会に支払う審査事務手数料に要する

費用は、広域連合の条例の規定に基づき、保険料率の算定の基礎となる賦課総額に含める

こととしておりますので、これらの財源については保険料で賄うこととしております。 

次に、②健診を含む高齢者保健事業につきましては、法におきまして厚生労働大臣が必

要な支援を行うこととされておりますことから、国に対し、健診費用に限らず、財政支援

の拡充について要望しております。 

以上で、請願第１号について、本広域連合における現状等の説明をさせていただきまし

た。 

○議長（太田博康） 請願第１号について、質疑の通告はございませんでしたので、これ

より討論を行います。 

石田裕信議員から討論の通告がされておりますので、討論を許します。 

○議員（石田裕信） 議長、石田裕信。 

○議長（太田博康） 石田裕信議員。 

（石田裕信議員 演壇で賛成討論） 

○議員（石田裕信） では、請願第１号「後期高齢者医療制度の改善を求める請願書」に

ついて、賛成の立場から討論を行います。 

今の後期高齢者を取り巻く生活の現状は深刻です。年金が物価高騰に追いつくことはな

く、食料品、光熱費、日用品、そして医療費とあらゆるものが値上がりしており、日々、

暮らしに不安を抱えています。 

後期高齢における保険料の負担も家計に大きな影響を与えており、愛知県後期高齢者医

療保険の保険料は24年、25年度に大幅に引上げが行われたにもかかわらず、今予算におい

てもさらなる引上げが示されています。さらには、政府が進めようとしている高額療養費

制度の自己負担の上限の引上げ、ＯＴＣ類似薬の保険適用に関する負担、さらなる窓口負

担の増加などの話もあり、体調の不安や病気、慢性疾患を抱える後期高齢者からは、この

ままでは治療を受け続けられない、高齢者は治療を受けるなと言うのかという不安や怒り

の声が上がっています。 

後期高齢者医療広域連合は、国の制度改正をただただ受け入れるのではなく、現場の実

情と高齢者の声を受け止め、安心して医療を受け続けられる仕組みを守る役割を果たして

いく必要があります。 

本請願に示されている請願項目は、いずれも後期高齢医療の運営に対し、建設的な問題

提起、要望が行われており、愛知県後期高齢者医療広域連合として迅速に実施すべきもの

となっています。 
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では、項目ごとに賛成の理由を述べていきます。 

請願項目の１です。 

愛知県後期高齢者医療保険料は、2024年・2025年度と大幅に引き上げられ、今予算にお

いてもさらなる引上げが示されています。保険料の引上げは高齢者の生活に多大な影響を

与えており、本来、安心して医療を受けるための医療保険制度にもかかわらず、保険料の

負担が重く、家計が厳しいが、もう削れるものがない、もう医療を受ける回数を減らした

り諦めるしかないといった深刻な声も上がっています。 

医療保険制度は、疾病等に対する給付を行い、国民生活の安定に資することを目的とし

ています。負担が受診抑制を招くようでは、制度として問題です。高齢者の生活実態を踏

まえ、重い負担となっている保険料の引下げを行うべきです。 

請願項目の２です。 

愛知県広域連合でも、減免制度は設けられているものの、前年所得要件や前年比減免割

合が厳しいものとなっています。県の一般会計からの繰入れを求めるとともに、優れた要

件となっている他広域連合や国民健康保険事業を参考に改善をしていく必要があります。 

請願項目の３です。 

保険料未納者の多くは所得が200万円以下の方であり、経済的に困窮している高齢者です。

払わないのではなく、払えない状況にある方が少なくありません。生活実態を十分に把握

しながら対応してるとのことですけれども、実際に差押えを行っている自治体、そして、

行っていない自治体もあります。さらなる丁寧な実態把握を行い、納付が困難と判断した

ら、速やかな滞納処分の停止や欠損処理を行うよう県内自治体に周知を行うべきです。 

請願項目の４です。 

制度に関する懇談会は、被保険者の声を制度運営に反映させる重要な場となっています。

しかしながら、現在、愛知県では、先ほど説明があったように、公募委員を無作為に抽出

した400人にランダムに番号を振った文書を送付し、そこから応募のあった中から若い番号

の人を選ぶというほかに類を見ない方式を採っています。県広域連合としましては公平性

を重視しているとのことですけれども、多くの広域連合では広報誌などで公募委員を募集

をして、制度に関心を持つ被保険者の意見を求めています。愛知県広域連合も広報誌など

で公募委員を募集をするべきです。 

請願項目の５です。 

陳情につきましては、法律上の明確な規定はありませんが、請願とともに広域連合の運

営などに対し要望することができるものとして広域連合が認めているものです。しかし、

現在、陳情については出されても、閲覧までとなっており、記録に残されず、そして、請

願におきましても、紹介議員がいなければ趣旨説明も審査も行われない、陳情と同じ扱い

となってしまっています。開かれた議会であることは、広域連合議会にも求められている

ことです。請願、陳情の権利が保障されるよう見直しを行っていくべきです。 

請願項目の６のまず①についてです。 

後期高齢者医療制度において、国庫負担は抑制される一方で、保険料負担が高齢者に転

嫁をされています。医療費の増加は高齢化の進行という社会全体の構造的要因によるもの

であり、本来は国の責任で支えるべきものです。既に要望等が行われてるとのことですけ

れども、定率国庫負担割合の増加など、国の財政支援、県広域連合として拡充をさらに要
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望していくべきです。 

②についてです。 

既に一定所得の後期高齢者については窓口負担が２割に引き上げられましたが、その影

響として受診控えを懸念する声が各地で上がっています。さらに、金融資産の保有状況を

基に負担を求めるべきではありません。高齢者が所有する金融資産の多くは、老後の生活

費や介護、医療費への備えです。これを医療負担の判断材料にすることは、将来への不安

を増大させることになります。そして、金融資産を正確に把握するためには、金融機関と

の情報連携や申告・照会が必要となり、情報漏えいや不正利用のリスクが高まります。個

人情報保護の観点からも行うべきではありません。 

③です。 

高額療養費制度は、重い病気や長期治療が必要な人の命綱とも言える制度です。昨年の

通常国会では多くの反対から見直しが行われたものの、政府は自己負担上限を段階的に引

き上げ、最大約38％増にする計画を進めています。2026年８月以降、上限額がふえる方向

で検討が続いており、制度を２年ごとに見直す規定も提案されています。引上げによって

受診抑制による給付費削減が見込まれるなど、受診を控えさせる効果まで想定をされてい

る状況であり、医療を安心して受けられるという制度の根幹を揺るがすものです。行うべ

きではありません。 

④ＯＴＣ類似薬の負担増は、医療費抑制を目的としていますが、慢性疾患を抱える高齢

者の負担を増やすこととなります。医師の判断に基づき処方されている薬について、自己

負担を引き上げることは、服薬の中断や症状悪化を招き、結果的に医療費全体を押し上げ

る可能性があります。患者の健康を犠牲にする医療費抑制策は見直しを行うべきです。 

⑤子ども・子育て支援金につきましては、先の一般質問でも述べましたように、医療保

険に上乗せするに当たり、使途が明確にされておらず、年金収入を主とする後期高齢者に

とって大きな負担となります。国の責任で財源を確保し、後期高齢者の保険料負担増とな

らない措置が必要です。 

⑥、こちらも先ほどの一般質問で述べましたように、マイナ保険証は機器の不具合や通

信障害などから資格確認ができないといったトラブルが継続して発生をしており、これら

の問題はマイナ保険証を利用する以上、完全になくすことはできません。 

現在は後期高齢に加入する全ての方に保険証と同様に使える資格確認書が交付されてい

ますが、暫定措置であり、令和８年８月以降に、年齢と利用実績によって資格確認書の扱

いが分かれることとなれば、利用者や現場での混乱、交付する側にも事務負担が生じるこ

とになってしまいます。後期高齢者医療制度において最も優先されることは、誰もが確実

に安心して医療を受けられることです。そのためには、保険証の廃止を撤回し、保険証を

再度発行することが最も確実です。 

以上のことから、①から⑥について、国に対し意見書を提出をするべきです。 

最後に、請願項目７です。 

現在、葬祭費や審査事務手数料、健康診断事務の事業の費用は、後期高齢者の保険料で

賄われています。葬祭費や審査事務手数料に関し、東京都では実際に市町村の一般会計か

らの支援も行われています。愛知県、県内市町村の一般会計からも繰入れを求め、健診事

業については国や県の負担を求めるべきです。その分を後期高齢者の保険料負担の軽減に
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つなげることができます。後期高齢者の健康と生活を守る立場から、愛知県に対し意見書

を提出をするべきです。 

以上、請願項目それぞれについての賛成理由を申し上げました。 

多くの議員の皆さんの賛同を期待し、賛成討論を終わります。 

○議長（太田博康） 通告のございました討論は以上ですので、これで討論を終わります。 

これより採決をいたします。 

この採決は、起立によって行います。 

請願第１号を採択することに賛成の方の御起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（太田博康） 御着席ください。 

起立少数です。よって、本件は不採択とすることに決定をいたしました。 

以上をもちまして、本日の日程は全て終了いたしました。 

広域連合長から挨拶をしたい旨の申し出がありましたので、これを許可いたします。 

○広域連合長（広沢一郎） 議長、広域連合長。 

○議長（太田博康） 広沢広域連合長。 

（広沢一郎広域連合長 演壇で挨拶） 

○広域連合長（広沢一郎） 定例会の閉会に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。 

本日の定例会に提出いたしました議案につきまして、全て御議決を賜りまして誠にあり

がとうございました。 

本広域連合といたしましては、今後とも市町村をはじめとする関係機関と連携を図りな

がら、後期高齢者医療制度の円滑な運営にしっかりと努めてまいりたいと考えております。 

また、国においては、高額療養費制度の見直し等、今後も制度改正が控えておりますの

で、本広域連合といたしましては、国の動向を注視し、適切に対応してまいりたいと考え

ております。 

議員の皆様方におかれましては、今後とも格別の御理解、御協力を賜りますようお願い

申し上げます。 

本日は誠にありがとうございました。 

○議長（太田博康） 以上をもちまして、令和８年第１回愛知県後期高齢者医療広域連合

議会定例会を閉会といたします。 

 

午後３時31分 閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和８年第１回定例会（令和８年２月13日） 

30 
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